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注　１　国土交通省資料により，各年12月末現在の値である｡
　　２　第１種及び第２種原動機付自転車並びに小型特殊自動車を除く。

もに，地震調査研究推進本部地震調査委員会に提供
するなど，観測・提供体制の連携を進め，地震防災
に資する地震調査研究の推進に努めた。
イ 火山監視体制と噴火時等の避難体制の推進
全国１１０の活火山について，火山活動の監視・評
価の結果に基づき噴火警報等を的確に発表するとと
もに，火山噴火予知連絡会によって「火山防災のた
めに監視・観測体制の充実等が必要な火山」として
選定された４７の火山について，２４時間体制で火山活
動を監視し，平常時からの火山防災協議会（都道府

県，市町村，気象台，砂防部局，火山専門家等で構
成）における避難計画の共同検討を通じて，噴火時
等に必要な防災対応を５段階で示した「噴火警戒レ
ベル」（平成２４年３月末現在，２９火山で提供中）の
導入や改善を推進した。
エ 気象知識の普及等
気象・地象・水象の知識の普及など気象情報の利
用方法等に関する講習会等の開催，広報資料の配布
等を行ったほか，防災機関の担当者を対象に予報，
警報等の伝達等に関する説明会を開催した。

第４節 車両の安全性の確保

1自動車保有台数の推移
平成２３年１２月末現在の自動車保有台数は約７，９２４
万台であり，前年に比べて１５万台（０．２％）増加し，
自動車１台当たりの人口は１．６１人（２３年３月末現在）
である（第１―３８図）。
自動車保有台数を用途別及び車種別にみると，小
型乗用自動車が約２，３１４万台と最も多数を占め，全

自動車台数の２９．２％を占めている。そのほか普通乗
用自動車が約１，７０４万台で２１．５％，軽四輪乗用自動
車が約１，８４９万台で２３．３％となっており，この３車
種で全体の７４．０％を占めている。また，対前年増加
率では，軽四輪乗用自動車２．８％が目立っている（第
１―１３表）。

第１―３８図 自動車保有台数の推移
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2車両の安全性に関する基準等の改善の推進
⑴道路運送車両の保安基準の拡充・強化等
ア 車両の安全対策の推進
平成２３年６月に取りまとめられた交通政策審議会
陸上交通分科会自動車交通部会報告書「交通事故の
ない社会を目指した今後の車両安全対策のあり方に
ついて」においては，今後の車両安全対策に取り組
むべき事項として，①少子高齢化への対応，②歩行
者・自転車乗員の事故防止・被害軽減対策，③新た
なモビリティへの対応，④大型車がからむ重大事故
対策が示され，これを踏まえた対策を講じた。
イ 道路運送車両の保安基準の拡充・強化
安全基準の拡充・強化については，普及の著しい
ハイブリッド車や電気自動車の安全性に関して，ハ
イブリッド車等の静音性対策，車両に搭載するリチ
ウムイオンバッテリー等の世界統一基準の策定作業

等に取り組んだほか，大型車の衝突被害軽減ブレー
キの技術基準の導入，歩行者保護やヘッドレストに
関わる安全基準の国際調和活動等を通じた衝突被害
軽減対策の充実に取り組んだ。
⑵車両の安全性等に関する日本工業規格の整備
工業標準化法（昭２４法１８５）に基づく自動車関係
の日本工業規格について国際規格との整合を図り，
JIS D０８０１「高度道路交通システム－アダプティブ・
クルーズコントロールシステム（ACC）－性能要
求事項及び試験手順」及び JIS D０８０３「高度道路交
通システム－低速域周辺障害物警報（MALSO）－
性能要件及び試験手順」を改正した。

3先進安全自動車（ASV）の開発・実用化・普及
の促進
先進技術を利用してドライバーの安全運転を支援

用途別・車種別
平成２３年 平成２２年 対前年比

台 数 構成率 台 数 構成率 増減数 増減率

貨
物
用

台 ％ 台 ％ 台 ％
普通車 ２，２６６，４２０ ２．９ ２，２８１，７１１ ２．９ －１５，２９１ －０．７
小型四輪車 ３，７４０，３６１ ４．７ ３，８２５，６３２ ４．８ －８５，２７１ －２．２
小型三輪車 １，０５０ ０．０ １，０５８ ０．０ －８ －０．８
被けん引車 １５４，１００ ０．２ １５２，８３４ ０．２ １，２６６ ０．８
軽四輪車 ８，９６３，６４１ １１．３ ９，０２９，９４０ １１．４ －６６，２９９ －０．７
軽三輪車 １，２４７ ０．０ １，２５２ ０．０ －５ －０．４
貨物用計 １５，１２６，８１９ １９．１ １５，２９２，４２７ １９．３ －１６５，６０８ －１．１

乗
合
用

普通車 １０７，４３５ ０．１ １０８，１３６ ０．１ －７０１ －０．６
小型車 １１８，５１３ ０．１ １１９，１３５ ０．２ －６２２ －０．５
乗合用計 ２２５，９４８ ０．３ ２２７，２７１ ０．３ －１，３２３ －０．６

乗
用

普通車 １７，０３９，６８４ ２１．５ １６，８９０，４０２ ２１．４ １４９，２８２ ０．９
小型車 ２３，１４４，４３１ ２９．２ ２３，４７０，５４５ ２９．７ －３２６，１１４ －１．４
軽四輪車 １８，４８６，７３８ ２３．３ １７，９８６，９８２ ２２．７ ４９９，７５６ ２．８
乗用計 ５８，６７０，８５３ ７４．０ ５８，３４７，９２９ ７３．８ ３２２，９２４ ０．６

特
種（
殊
）用
途
用

普通車 １，０２３，６２３ １．３ １，０２８，３４６ １．３ －４，７２３ －０．５
小型車 １４９，２０８ ０．２ １５１，７１０ ０．２ －２，５０２ －１．６
大型特殊車 ３２３，１０６ ０．４ ３２２，８０５ ０．４ ３０１ ０．１
軽四輪車 １５０，５１９ ０．２ １４７，３４２ ０．２ ３，１７７ ２．２
特種（殊）用途用計 １，６４６，４５６ ２．０ １，６５０，２０３ ２．０ －３，７４７ －０．２

二
輪
車

小型二輪車 １，５７２，２９４ ２．０ １，５６２，８１４ ２．０ ９，４８０ ０．６
軽二輪車 １，９９９，３６８ ２．５ ２，０１０，８９２ ２．５ －１１，５２４ －０．６
二輪車計 ３，５７１，６６２ ４．５ ３，５７３，７０６ ４．５ －２，０４４ －０．１
総 計 ７９，２４１，７３８ １００．０ ７９，０９１，５３６ １００．０ １５０，２０２ ０．２

第１―１３表 用途別及び車種別自動車保有台数 （各年１２月末現在）

注 １ 国土交通省資料による。
２ 特種用途自動車とは，緊急車，冷蔵・冷凍車のように特殊の目的に使用されるものをいい，大型特殊自動車とは，除雪車，ブルドーザー等のように特

殊の構造を有するものをいう。
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する先進安全自動車（ASV）の開発・実用化・普
及を促進すべく，平成２３年度より第５期先進安全自
動車（ASV）推進計画を開始し，産学官連携の下，
自律検知型安全運転支援システムの高度化の促進と
次世代の通信利用型安全運転支援システムの開発促
進に向けた取組を行っている。
また，大型車用衝突被害軽減ブレーキやふらつき
警報等に対する補助を実施した。

4自動車アセスメント情報の提供等
⑴自動車アセスメントの概要
自動車アセスメントは，車種ごとの安全性に関す
る比較情報（自動車安全情報）を定期的に情報提供
することによって，自動車ユーザーが安全な車を選
びやすい環境を整えるとともに，メーカーのより安
全な自動車の開発を促進することによって，安全な
自動車の普及を図ることを目的としている。
結果の公表を開始した７年度当初はフルラップ前
面衝突試験及び高速ブレーキ試験のみであった
が，１２年度から３つの衝突試験（フルラップ前面衝
突試験※，オフセット前面衝突試験※及び側面衝突試
験）による衝突安全性能総合評価を開始し，公表を
行ってきた。１５年度からは歩行者への安全性を高め
るべく歩行者頭部保護性能試験を追加し，２３年度に
おいては歩行者の重度障害減少のための歩行者脚部
保護性能試験を追加するなど，公表内容の充実を
図った。
自動車アセスメント事業の実施は，自動車の衝突
安全性能等の向上に寄与し，交通事故死者数も年々
減少してきたところであり，今後も情報提供を積み
重ねることにより，更なる効果が期待される。
⑵チャイルドシートアセスメントの概要
チャイルドシートアセスメントは，信頼できる安
全性能評価を公表して安全なチャイルドシートを選
択できるようにして欲しいとの要望を受け，１３年度

から安全性能比較試験を開始し，その結果をチャイ
ルドシートアセスメントとして公表してきた。

5自動車の検査及び点検整備の充実
⑴自動車の検査の充実
ア 自動車検査の実施状況
自動車の安全確保と公害の防止を図るため，自動
車検査独立行政法人と連携して，道路運送車両法
（昭２６法１８５）に基づき，自動車（軽自動車及び小
型特殊自動車を除く。）の新規検査，継続検査及び
構造等変更検査を行っており，平成２２年度の検査実
施車両は約２，６３８万台であった（第１―１４表）。また，
不正改造車の排除等を目的とした街頭検査を行って
おり，２２年度の検査実施車両は，約１４万台であっ
た。
イ 自動車検査施設の整備
自動車検査施設については，自動車ユーザーが受
検しやすいよう音声誘導装置付検査機器の設置，自
動車の新技術・新機構に対応した検査機器を導入し
ている。また，より確実な自動車検査を行うため，
車両画像取得装置等の自動車検査の高度化施設を整
備し活用している。
ウ 軽自動車の検査の実施状況
軽自動車検査協会において，平成２２年度に約

１，２５９万台の軽自動車（二輪の軽自動車を除く。）の
検査を実施した。
⑵型式指定制度の充実
自動車の型式指定等に当たっては，保安基準への
適合性及び生産過程における品質管理体制等の審査
を独立行政法人交通安全環境研究所と連携して実施
し，自動車の安全性の増進等を図っている。
また，装置の安全性の増進等及び自動車の型式指
定等の合理化を図るため，道路運送車両法に基づく
自動車の装置についての型式指定制度を設けてお
り，毎年，その対象品目の拡大を図っている。平成

※ フルラップ前面衝突試験
運転席と助手席にダミーを乗せた試験車を，時速５５キロメートルでコンクリート製の障壁（バリア）に正面衝突させる
試験。

※ オフセット前面衝突試験
運転席と助手席側後席にダミーを乗せた試験車を，時速６４キロメートルでアルミハニカムに運転席の一部を前面衝突さ
せる試験。
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２４年２月現在で６７品目が対象となっており，このう
ち６２品目については，車両等の型式認定相互承認協
定に基づく相互承認が可能となっている。
⑶自動車点検整備の充実
ア 自動車点検整備の推進
自動車ユーザーの保守管理意識の高揚と点検整備
の適切な実施の推進を図るため，平成２３年９月，１０
月を強化月間として「自動車点検整備推進運動」を
全国的に展開した。
また，大型車の車輪脱落事故やバスの車両火災事
故等の点検・整備等の不良に起因する事故の防止を
図るため，「自動車点検整備推進運動」の強化月間
を含む９月，１０月，１１月に，平成１９年度から新たに
実施した大型車の重点点検等の取組を引き続き実施
し，大型車やバスの点検・整備等の実施に当たって
注意すべき事項の周知徹底を行った。
イ 不正改造車の排除
道路交通に危険を及ぼし，環境悪化の原因となる
など社会的問題となっている不適切な着色フィルム
の貼付，消音器の切断・取り外し等の不正改造車等
を排除するため，関係機関の支援及び自動車関係団
体の協力の下に「不正改造車を排除する運動」を全
国的に展開した。特に，平成２３年６月を強化月間と
して，広報活動の一層の推進，関係者への指導徹底
等し，自動車使用者及び自動車関係事業者等の不正
改造防止に係る意識の更なる高揚を図るとともに，

街頭検査の重点的実施等により，不正改造車の排除
を徹底した。
また，不正な二次架装※による積載量又は乗車定
員の水増し等を排除するため，架装メーカー等に対
する立入検査の実施，不正を行った者に対する警告
書の交付等を厳正に行うとともに，関係者と協力
し，再発防止及び改修の推進に努めた。
ウ 自動車分解整備事業の適正化，近代化
点検整備に対する自動車ユーザーの理解と信頼を
得るため，法令違反行為を行った自動車分解整備事
業者及び指定自動車整備事業者に対し，処分基準に
基づく行政処分を適切に実施し，各地方運輸局等に
おいて公示するとともに，平成１９年１０月からは国土
交通省ネガティブ情報検索サイトを通じて処分の統
一的な公表を実施している。
また，認証を受けずに分解整備を行っている事業
者を排除し，道路運送車両の安全確保を図るた
め，１９年以降毎年７月を「未認証行為の調査・確
認・指導のための強化月間」と定め，情報の収集及
び収集した情報に基づく指導等を推進した。
さらに，自動車分解整備事業者における設備の近
代化等への支援を行った。
エ 自動車の新技術への対応等整備技術の向上
整備事業者は，自動車の点検整備を適切に実施す
るため，自動車への新技術の採用等の車社会の環境
の変化に対応することが求められている。このた

※ 不正な二次架装
自動車の一部部品を取り付けない又は取り外した状態で新規検査を受検し，自動車検査証の交付を受けた後に，当該部
品を取り付けて使用者に納車する行為。

検査の種類
平成２２年度 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度

件数 構成率 件数 構成率 件数 構成率 件数 構成率
件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

新 規 検 査 ４，０２９，７７７ １５．３ ４，２３１，１８８ １６．３ ３，９４０，３８７ １５．０ ４，５２２，７２５ １６．７
継 続 検 査 ２２，２６７，１６８ ８４．４ ２１，７１３，９６７ ８３．４ ２２，１８３，３０４ ８４．６ ２２，４６３，６８６ ８２．９
構 造 等 変 更 検 査 ７８，９４８ ０．３ ８２，３５６ ０．３ ９１，５４９ ０．４ ９６，６５０ ０．４
整備不良車両の整備確認 ２，１６９ ０．０ ２，９２０ ０．０ ２，９８４ ０．０ ２，８８４ ０．０

計 ２６，３７８，０６２ １００．０ ２６，０３０，４３１ １００．０ ２６，２１８，２２４ １００．０ ２７，０８５，９４５ １００．０

第１―１４表 自動車検査実施状況

注 １ 国土交通省資料による。
２ 整備不良車両の整備確認とは，道路運送車両法第５４条及び第５４条の２（整備命令等）並びに道路交通法第６３条の規定による整備不良車両に必要な整備

がなされたことの確認である。
３ 軽自動車は除く。
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め，整備主任者を対象とした技術研修等の実施によ
り，自動車の新技術及び多様化するユーザーニーズ
に対応していくための技術の向上や高度化を図って
いる。
また，新技術が採用された自動車の整備や自動車
ユーザーに対する自動車の正しい使用についての説
明等のニーズに対応するため，一級自動車整備士制
度を活用している。なお，平成２３年度は８６７名（累
計７，８８０名）が一級小型自動車整備士技能検定に合
格した（２４年３月末）。
さらに，平成２３年度に「自動車整備技術の高度化
検討会」を開催し，汎用型のスキャンツール※の活
用促進や整備要員の技能向上等の人材育成について
検討を行った。
また，J-OBDⅡ※を活用した点検整備に係る情報
の取扱指針（平成２３年国土交通省告示第１９６号）に
基づき，点検整備情報等の提供が円滑に行われるよ
う指導・助言を行った。

6リコール制度の充実・強化
リコール制度は，自動車製作者等が，同一型式の
一定範囲の自動車等の構造，装置又は性能が保安基
準に適合しなくなるおそれがある状態又は適合して
いない状態にあり，かつ，その原因が設計又は製作
の過程にあると認める場合に，国土交通大臣に届
け，保安基準に適合させるために必要な改善措置を
講ずる制度であり，自動車製作者等が適切な改善措
置を講じない場合，国土交通大臣は必要な改善措置
を講ずるよう勧告等を行う。
自動車メーカーによるリコールに係る不正行為の
発覚を受け，平成１６年度に再発防止対策を取りまと
め，不具合情報の収集の強化，自動車製作者等への
監査の強化，技術的検証体制を順次強化してきてお
り，２３年度も再発防止対策を着実に実施した。さら
に，リコール制度について，より一層ユーザーの視
点に立ったものとするため，情報収集体制及び調査

分析体制の強化を目的とした組織体制の強化を実施
した。
また，リコール業務は市場で発生している不具合
情報を認知することから始まることから，ユーザー
の視点に立って適切にリコール業務を実施するため
には，迅速に不具合情報を収集することが重要であ
り，ユーザーからの不具合情報の収集を強化するた
め，「自動車不具合情報ホットライン」（www.mlit.
go.jp/RJ/）について地方運輸局等と連携しつつ，
周知活動を積極的に行った。
なお，２３年度のリコール届出件数は２６３件（国産車

１８０件，輸入車８３件），対象自動車台数は２，５９４，２３７
台であった。

7自転車の安全性の確保
自転車の安全な利用を確保し，自転車事故の防止
を図るため，駆動補助機付自転車（人の力を補うた
め原動機を用いるもの）及び普通自転車に係る型式
認定制度を運用しており，平成２３年度には，駆動補
助機付自転車を７４型式，普通自転車を７３型式認定し
た。
この型式認定制度は，型式認定を受けた駆動補助
機付自転車等に型式認定番号等を表示させ，また，
基準適合品であることを示す標章（TSマーク）を
貼付することができることとし，当該駆動補助機付
自転車等が道路交通法等に規定されている基準に適
合したものであることを外観上明確にして，利用者
の利便を図るとともに，基準に適合した駆動補助機
付自転車等を普及させることにより，交通の安全と
推進を図るものである。
また，自転車利用者が定期的な点検整備や正しい
利用方法等の指導を受ける気運を醸成するため，全
国各地の学校，公園等で自転車の安全点検促進活動
や安全利用講習を実施するとともに，自転車の安全
性向上を目的とする各種マーク制度（BAAマーク，
幼児２人同乗基準適合車マーク，SBAAマーク，

※ スキャンツール
自動車の装置の作動状態を外部接続して診断する「外部診断装置」。

※ J-OBDⅡ
排気に係る車載式故障診断装置。



第２章 道路交通安全施策の現況

７１

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000

積載違反

無免許運転

酒酔い・酒気帯び運転

整備不良車両運転

免許証不携帯

踏切不停止等

追越し・通行区分違反

駐停車違反

信号無視

通行禁止違反

一時停止違反

携帯電話使用等違反

最高速度違反
2,290,352

1,338,697

1,128,937

761,986

691,728

369,523

278,068

105,966

85,101

56,184

35,672

31,603

17,650

注　１　警察庁資料による。
　　２　高速自動車国道分を含む。

SG マーク）の普及に努める一方，近年，対歩行者
との事故等自転車の利用者が加害者となる事故が増
加傾向にあることにかんがみ，こうした賠償責任を
負った際の支払原資を担保し，被害者の救済の十全
を図るため，損害賠償責任保険等への加入を促進し

た。
さらに，夜間における交通事故の防止を図るた
め，灯火装置の取付けの徹底と反射器材の普及促進
を図り，自転車の被視認性の向上を図った。

第５節 道路交通秩序の維持

1交通の指導取締りの状況
⑴交通の指導取締りの状況
平成２３年中における車両等の道路交通法違反（罰
則付違反）の取締り件数は約７８４万件で，悪質性・
危険性の高い違反としては，最高速度違反が約２２９
万件，酒酔い・酒気帯び運転が約３万６千件，無免
許運転が約３万２千件等である（第１―３９図）。
なお，点数告知に係る違反の取締り件数について
主なものをみると，座席ベルト装着義務違反が約
１９１万件で，ヘルメット装着義務違反が約３万１千
件等である。また，放置違反金納付命令件数が約
１６２万件である。

⑵高速自動車国道等における交通指導取締りの状況
平成２３年中の高速自動車国道等における交通違反
取締り状況は，第１―１５表のとおりである。
⑶交通反則通告制度の適用状況
平成２３年中に反則行為として告知した件数は７４１
万６，０２１件で，車両等運転者の道路交通法違反（罰
則付違反）の取締り件数中に占める比率（反則適用
率）は９４．５％である。
反則告知件数を成人・少年別にみると，成人は

７１７万７，１６４件，少年は２３万８，８５７件である。また，
行為別にみると，主なものは，最高速度違反が２１０
万４，２０５件（２８．４％），携帯電話使用等違反が１３３万
５，４１１件（１８．０％）である。

第１―３９図 交通違反取締り（告知・送致）件数（平成２３年）


